
ウナギ及 び イセ エ ビの種苗生産技術の 開発 ( 新規 ) 
一 幼生の生残率決定要因の 解明と安定的飼育技術の 開発 一 

Ⅰ 趣旨 

良質なタンパク 源であ る魚介類を安定的に 供給するためには、 変動の多い天然 

資源に頼らず 培養殖等による 人工的な生産技術を 確立する必要があ るが、 ウナギ 

や イセ エ ビなど人工種苗の 生産がいまだに 困難な重要魚種も 多く残されている。 

一方、 我が国ではウナギ 幼生からシラスウナギへの 変態及びイセ エ ビ幼生の飼 

育装置開発に 相次いで成功し、 このことに ょ り、 両者の人工種苗生産実現の 可能 

性は格段に向上したが、 安定的な種苗生産を 実現するためには、 長い飼育期間に 

おける極めて 低 い   生の生残率の 問題、 幼生の特殊な   養 要式性の問題、 飼育英 

境 条件が生残率に 及ぼす 影 笹の間 題 等を解決する 必要があ る。 

このような申で、 本研究では、 ウナギ及びイセ エ ビの種苗を安定的に 生産する 

ために不可欠な、 ウナギ良質卵の 生産技術の開発、 ウナギ及びイセ エ ビの幼生を 

正常に育成するための 飯料・環境条件の 解明及 び 最適化技術の 開発を集中的に 実 

施する。 一 

2  内容 

(1 ) 良俺 卵生産のための 新規マーカー 及び 催 拙技術の開発 

ウナギ良質卯の 判別マーカーを 開発するとともに、 良質 卵 が得られる親魚 

の 催熟 条件を解明 

(2) 幼生の正常な 育成のための 枝適餌 料の開発 

ウナギ・イセ エ ビ幼生の消化管内容物の DNA 判別により幼生の 餌を解明し、 

生残率向上のための 最適な 飼 料を開発 

(3) 幼生の生残率に 及ぼす飼育 珪 境の形告解明及び 億滴 化 

水質、 物理環境等の 環境要因がウナギ・イセ エ ビ幼生の生残率に 及ぼす 影 善 

を解明し、 飼育環境を最適化 

3  実施主体 水産総合研究センター、 大学、 都道府県、 民間 

4  実施期間 平成 1 7 年度～平成 2 0 年度 

5  平成 1 7 年度概算決定額 2 0 0 (0) 百万円 

( 担当課 : 農林水産技術会議事務局研究開発課 ) 
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農林水産バイオリサイクル 研究 ( 拡充 ) 
一 畜産臭気の低減と 家畜排せつ物の 利用のための 技術開発等 一 

「 趣旨 

「バイオマス・ニッポン 総合戦略」 ( 平成丁 4 年Ⅰ 2 月閣議決定 ) を踏まえ、 バイ 

オ マスの変換・ 利用技術の開発及び 総合利用による 地域循環システムの 実用化を推進 

しているところであ る。 これらを推進するに 当たって 、 最も発生量が 多い家畜排せつ 

物の利用及びバイオマスの 地域循環システムの 実用化を一層促進することが 重要な課 

題 となっている。 一 
特に、 家畜排せっ物から 生じる臭気は、 家畜排せっ物の 利用を阻害する 要因であ る 

とともに、 臭気指数の導入など 悪臭防止法による 規制が強化されつつあ る。 さらに 臭 

気に関する苦情も 増加傾向にあ り、 畜産業の存立にかかわる 問題となっている。   
産   気の低減技術及び 液肥 ( メタン発酵残さ 液 ) の利用技術等を 開発するとともに、 
バイオマスの 地域循環システムの 実用化を促進するための 地域モデルの 構築及び実証 

に関する取組みを 強化する。 

2  内容 
い ) バイオマスの 変換・利用技術の 開発 

①食品廃棄物等の 減量化・循環利用技術の 開発 

②家畜排せっ 初等の臭気低減・ 循環利用技術の 開発 ( 組替 拡充 ) 
ア 光触媒等を活用した 畜産臭気の低減技術の 開発、 液肥・堆肥の 組み合わせ 利 

用 技術及び安全性確保技術の 開発 
イ 家畜排せっ初等の 処理・利用技術の 開発 
③作物資源由来の 工業原材料生産技術の 開発 

(2) バイオマスの 総合利用による 地域循環システムの 実用化 

①地域循環利用システム 化技術の開発 
②多段階利用に よ る地域モデルの 構築 ( 拡充 ) 

バイオマスの 地域性を考慮した、 個別技術を最適に 組み合わせたバイオマスの 

多段階利用に よ る地域モデルの 構築と、 その経済面・ 環境面の評価 
③地域モデルの 実証 ( 拡充 ) 

バイオマス 利 活用地区の実現可能性調査及びバイオマス 変換プラントの 実用化 

試験を通じた 地域モデルの 実証 

3  実施主体 独立行政法人、 都道府県、 大学、 民問 答 

4  実施期間 平成 1 2 年度～平成 1 8 年度 

5  平成 ] 7 年度概算決定額 1, 400 (1, 2 6 0) 百万円 

( 担当課 : 農林水産技術会議事務局研究開発課 ) 
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安全・安心な 畜産物生産技術の 開発 ( 新規 ) 
一 抗生物質に依存しない 減 投薬飼養管理システムの 構築 一 

Ⅰ 趣旨 

我が国の畜産においては、 成長促進を目的とした 抗菌性飼料添加物や 疾病治療のため 

の動物用医薬品が 多量に使用されており、 これによる薬剤耐性菌の 発生等が危惧されて 

いる。 また、 ELM では農相理事会において、 成長促進を目的とする 抗生物質の使用を 平 

成 1 8 年までに段階的に 廃止する方針が 決定されたところであ る。 

このため、 本研究では、 抗菌性飼料添加物及び 動物用医薬品の 使用量を低減させる 減 

投薬飼養管理システムの 構築に向けて、 牛 、 豚 、 鶏の主要家畜について、 家畜の免疫 機 
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め、 

リバリーシステム ( 薬剤運搬システム ) 技術の開発や、 乳牛の疾病発生が 少ない 低 ピーク 

・ 高 持続型 泌 乳管理システムの 開発を行 う 。 

2  内容 

い ) 抗菌性飼料添加物に 頼らない畜産物生産技術の 開発 

牛 、 豚 、 鶏の主要家畜について、 抗菌性飼料添加物と 代替可能な、 家畜の免疫機能 

を活性化させる 飼料及び飼料添加物を 開発するとともに、 その利用技術を 確立する。 

(2) 功物用医薬品使用 且 低減のための 畜産物生産技術の 開発 

① 減 投薬等を可能とするドラッバ デ リバリーシステムの 利用技術の開発 

動物用医薬品の 使用低減のため、 微量の薬剤を 特定部位に効率的・ 選択的に作用 

発現させるドラッバ デ リバリーシステム 技術を開発する。 

②乳牛の低ピーク・ 高 持続型 泌 乳管理システムの 構築 

泌乳 ピーク時の疾病の 発生が多い高 泌 乳牛管理システムを 見直し、 低 ピーク・ 高 

持続型 泌 乳管理システムを 構築することにより、 動物用医薬品使用量の 低減化を図 

る。 

(3) 滅 投棄飼養管理システムの 経営評価 

減 投薬システムを 導入した場合の   畜の成長速度や 事   率の変   ヒ 、 抗菌性飼料添加 

物 ・動物用医薬品に 関する経費削減等が 畜産経営に及ぼす 評価を行 う 。 

3. 実施主体 独立行政法人、 大学、 民間企業、 公立試験研究機関等 

4. 実施期間 平成 1 7 年度～平成 1 9 年度 

5. 平成 1 7 年度概算決定額 1 5 0 (0) 百万円 

( 担当課 : 農林水産技術会議事務局地域研究 課 ) 

  





中海綿状脳症 (B5 三 ) 及 び 人獣共通感染症の 制圧のための 技術開発 ( 拡充 ) 

一人獣共通感染症の 制圧に向けた 疾病監視システムの 構築 一 

Ⅰ 趣旨 

人獣共通感染症の 制圧のための 研究については、 平成 1 5 年度から家畜感染症に 対 

する診断・予防技術の 開発等に取り 組んでいるが、 高 病原性 鳥 インフルエンザをはじ 

め主要な人獣共通感染症については、 家畜 やヒト のみならず、 野生動物や昆虫等を 媒 

介して感染伝播する 特徴があ り   これら媒介動物と   畜の間の病原体の 感染動態や拡 

散リスクの   証による 高 リスク病原体の 疾病監視システムの 構築が喫緊の 課題となっ 

ている。 

このため、 現在推進している 家畜の診断・ 予防技術の開発に 加え、 媒介動物一家畜 

での病原体の 感染・   殖 ・排出メカニズムの   明及びサーベイランスのための 簡易・ 

迅速診断技術の 開発を新たな 柱立てとして 取り組むことにより   人   共通感染症の 制 
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2  内容 

(l) BS 三等動物プリオン 病の制圧のための 技術開発 

①プリオン蛋白質の 性状解明 

②プリオン病の 病 憩 解明と診断技術の 開発 

③環境中の異常プリオン 蛋白質の動態解析及び 不活仏技術の 開発 

(2) 人獣共通感染症の 制圧のための 技術開発   拡充 ) 

( ァ ) 家畜 

①診断・流行予測技術の 開発 

②感染予防技術の 開発 

③病原体の体内増殖及び 体外排泄抑制技術の 開発 

( ィ ) 媒介動物一家畜 

    野生動物・昆虫等の 媒介動物と   畜での病原体の 感染・増殖・ 排出メカニズムの 

埋坦 

② 同 ・異種動物間の 感染状況をサーベイランスするための 簡易・迅速診断技術の 開 

発 一 

3. 実施主体 独立行政法人、 大学、 民間企業、 公立試験研究機関等 

4. 実施期間 平成 1 5 年度～平成 2 1 年度 

5. 平成 1 7 年度概算決定額 8 7 5 (8 6 1) 百万円 

( 担当課 : 農林水産技術会議事務局地域研究 課 ) 

    




